岐阜県中小企業団体中央会　連携支援部　行
（ＦＡＸ０５８－２７３－３９３０　／　E-mail：info@chuokai-gifu.or.jp ）

『第７８回中小企業団体全国大会』に際しての国等に対する
組合(業界)　要望事項調査票
組　　合　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　←Googleフォームでも
回答を受け付けいたします。

記入者役職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　
ＴＥＬ／ＦＡＸ　　　　　　　　　　　　　　　　　
▶要望事項カテゴリー〔要望事項の内容に合ったカテゴリーを選び“○”を付して下さい。〕1. 総合経済・中小企業対策（景気、中小企業全般、事業環境整備など）
2. 成長促進・発展対策（創業、成長促進・持続的発展、海外展開、事業承継など）
3. 連携対策	　　（組合等連携組織、中小企業組合制度、官公需、中央会など）
4. 地域経済・振興対策（災害復興、防災・減災、特定地域・個別地域振興など）
5. 金融対策	　　（資金繰り、個人保証、政策金融改革、信用組合、信用保証、商工中金、高度化融資など）
6. 税制対策　　　　　（組合関係税制、国税、地方税、租特、消費税、事業承継税制など）
7. 労働対策　　　　　（働き方改革、最低賃金、雇用保険、社会保険制度など）
8. 人材対策	　　（人材確保・定着、技術・技能継承、育成就労制度、外国人材など）
9. エネルギー・環境対策（電力、省エネ・新エネ、ＧＸ、ＣＮ、地球環境など）
10.工業対策　　　　　（ものづくり、下請取引、特許等知財関係、イノベーションなど）
11.商業対策　　　　　（小売業、卸売業、まちづくり、中心市街地、商店街、キャッシュレスなど）
12.サービス業対策　　（サービス業、運輸業、宿泊・観光など）









▶要望事項記入例》　不当廉売及び優越的地位の濫用の防止、価格転嫁、下請取引の適正化　

・



[bookmark: _Hlk509930758]

▶要望の背景・理由記入例》　エネルギー・原材料価格高騰などのコスト負担増や従業員の賃上げ等を実現するために、中小企業が適切に価格転嫁し、利益を確保しやすい取引環境の整備に向け、大企業など親事業者に対する、法制度に基づいた厳正かつ適正な指導等を講じること。

・






▶その他、組合や業界の課題など、ご自由にご記入ください。
・




※要望事項に関する資料等ありましたら別途ご提供いただきますようお願いいたします。
※要望事項が複数のカテゴリーにわたる場合又は用紙が足りない場合は、大変恐縮ですが、本紙をコピーしてお使い下さい。
※E-mailで送信いただく場合は、様式は問いません。
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記入例》   不当廉売及び優越的地位の濫用の防止、価格転嫁、下請取引の適正化       ・  

記入例》   エネルギー・原材料価格高騰などのコスト負担増や従業員の賃上げ等を実現するため に、中小企業が適切に価格転嫁し、利益を確保しやすい取引環境の整備に向け、大企業な ど親事業者に対する、法制度に基づいた厳正かつ適正な指導等を講じること。     ・  

1.  総合経済・中小企業対策 （景気、中小企業全般、事業環境整備など）   2.  成長促進・発展対策 （創業、成長促進・持続的発展、海外展開、事業承継など）   3.  連携対策      （組合等連携組織、中小企業組合制度、官公需、中央会など）   4.  地域経済・振興対策 （災害復興、防災・減災、特定地域・個別地域振興など）   5.  金融対策      （ 資金繰り、個人保証、政策金融改革、信用組合、信用保証、商工中金、高度化融資な ど ）   6.  税制対策       （組合関係税制、国税、地方税、租特、消費税、事業承継税制など）   7.  労働対策       （働き方改革、最低賃金、雇用保険、社会保険制度など）   8.  人材対策      （人材確保・定着、技術・技能継承、育成就労制度、外国人材など）   9.  エネルギー・環境対策 （電力、省エネ・新エネ、ＧＸ、ＣＮ、地球環境など）   10. 工業対策       （ものづくり、下請取引、特許等知財関係、イノベーションなど）   11. 商業対策       （ 小売業、卸売業、まちづくり、中心市街地、商店街、キャッシュレスな ど ）   12. サービス業対策    （サービス業、運輸業、宿泊・観光など）  

・    

← Google フォーム でも   回答を受け付け いたします 。  

